
に
よ
り
前
年
度
と
比
べ
て
19
・
３
％

（
１
億
１
８
４
万
円
）
の
減
と
見
込
ん

で
お
り
、
市
税
全
体
で
は
前
年
度
と
比

べ
て
３
・
６
％（
１
億
５
、９
７
２
万
円
）

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
国
の
地
方
財
政
対

策
に
よ
り
前
年
度
以
上
の
額
が
確
保
さ

れ
た
こ
と
な
ど
か
ら
前
年
度
と
比
べ
て

６
・
９
％
（
３
億
３
、０
０
０
万
円
）
の

増
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

ま
た
、
市
債
は
、
地
方
財
源
の
不
足

を
補
て
ん
す
る
た
め
の
臨
時
財
政
対

策
債
を
前
年
度
と
比
べ
て
14
・
２
％

（
１
億
２
、９
０
０
万
円
）
の
減
と
見
込

ん
で
い
ま
す
が
、
大
型
事
業
の
展
開
な

ど
に
伴
い
、
市
債
全
体
で
は
前
年
度
と

比
べ
て
40
・
３
％
（
４
億
５
、８
８
０
万

円
）
の
大
幅
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
出

　

一
般
会
計
の
歳
出
で
は
、
平
成
23
年

度
か
ら
開
始
し
た
中
学
生
ま
で
の
医
療

費
無
料
化
や
、
高
齢
化
な
ど
に
よ
る
社
会

保
障
費
の
自
然
増
、
可
燃
ご
み
焼
却
能
力

向
上
の
た
め
の
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
か

も
め
改
造
事
業
や
、
新
設
道
路
の
建
設
費

な
ど
の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
国
の
補
正
予
算
に
伴
い
学
校

教
育
施
設
耐
震
化
整
備
事
業
を
前
倒
し

で
平
成
23
年
度
内
に
予
算
計
上
し
、
平

成
24
年
度
へ
繰
り
越
し
て
実
施
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
戦
略
重
点
事
業
と
し
て
、

緊
急
的
か
つ
横
断
的
な
課
題
に
対
応
す

る
た
め
に
、
市
民
活
動
応
援
事
業
や
子

ど
も
を
伸
ば
す
教
育
事
業
な
ど
を
引
き

続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

特
別
・
事
業
会
計
で
は
、
介
護
保
険

特
別
会
計
の
給
付
費
、
企
業
団
地
造
成

事
業
特
別
会
計
の
事
業
費
、
新
病
院
建

設
に
か
か
る
事
業
費
の
増
額
な
ど
と

い
っ
た
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
経
費
の
財
源
を
捻
出
す
る

た
め
に
、
財
政
運
営
適
正
化
計
画
に

沿
っ
て
、
財
政
の
健
全
化
に
取
り
組
ん

で
い
ま
す
が
、
す
べ
て
の
財
源
不
足
は

解
消
で
き
ず
、
不
足
す
る
財
源
は
財
政

調
整
基
金
を
取
り
崩
し
て
対
応
し
て
い

ま
す
。

予
算
の
特
徴

戦
略
重
点
事
業

　

緊
急
的
か
つ
横
断
的
な
課
題
の
解
決

に
向
け
て
重
点
的
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

・
子
ど
も
を
伸
ば
す
教
育

１
億
５
、５
３
３
万
円

　

発
達
障
害
の
児
童
の
特
別
支
援
な
ど

を
行
う
教
育
支
援
員
、
外
国
語
教
育
の

充
実
の
た
め
の
外
国
人
講
師
の
配
置
や

子
ど
も
の
読
書
活
動
の
指
導
な
ど
を
行

う
図
書
館
司
書
、
複
式
学
級
に
対
応
す

る
た
め
の
非
常
勤
講
師
を
配
置
・
増
員

し
ま
す
。

　

大
き
く
て
学
び
や
す
い
教
室
机
の
配

備
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
の
追
加
設
置
、

よ
り
よ
い
環
境
で
学
習
で
き
る
よ
う
教

室
へ
の
天
井
扇
の
設
置
を
行
い
ま
す
。

　

ま
た
、
小
学
校
高
学
年
と
中
学
生
を

対
象
に
し
た
学
力
調
査
な
ど
を
実
施
し

ま
す
。

　

・
ご
み
30
％
減
量　

  

１
、３
４
２
万
円

　

資
源
ご
み
回
収
団
体
や
生
ご
み
処
理

機
購
入
者
へ
の
助
成
な
ど
市
内
で
排
出

さ
れ
る
ご
み
の
30
％
減
量
に
向
け
た
啓

発
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

　

・
塩
田
跡
地
の
あ
り
方　

４
、２
８
０
万
円

　

排
水
ポ
ン
プ
や
堤
防
の
維
持
管
理
、

産
業
廃
棄
物
処
分
場
の
適
正
廃
止
の
た

め
の
覆
土
な
ど
錦
海
塩
田
跡
地
の
管
理

を
行
う
と
と
も
に
、
跡
地
の
活
用
を
検

討
し
て
い
き
ま
す
。

　

・
地
域
内
で
人
、
モ
ノ
、
金
が
循
環
す
る

　

仕
組
み
づ
く
り　

５
億
６
、０
６
４
万
円

　

市
民
活
動
団
体
の
公
益
的
な
活
動
に

対
し
て
助
成
す
る
公
募
型
の
市
民
活
動

応
援
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

　

応
援
寄
附
制
度
の
積
極
的
な
啓
発
や

農
水
産
物
の
ブ
ラ
ン
ド
化
、
商
品
開
発

な
ど
瀬
戸
内
市
発
ブ
ラ
ン
ド
の
展
開
に

取
り
組
み
ま
す
。

　

瀬
戸
内
市
の
交
通
輸
送
の
利
便
性
な

ど
を
生
か
し
優
良
企
業
を
積
極
的
に
誘

致
し
ま
す
。

　

ま
た
、
牛
窓
地
域
の
高
齢
者
や
自
家

用
車
を
利
用
し
な
い
人
な
ど
の
生
活
の

足
を
確
保
す
る
た
め
デ
マ
ン
ド
バ
ス
の

実
証
運
行
を
行
い
ま
す
。

　

・
定
住
化　
　
　
　

  

３
、７
６
３
万
円

　

販
売
促
進
補
助
金
な
ど
販
売
体
制
を

強
化
し
、
オ
リ
ー
ブ
団
地
牛
窓
を
は
じ

め
と
す
る
分
譲
団
地
の
販
売
促
進
な
ど

を
行
い
ま
す
。

「人と自然が織りなす しあわせ実感都市 瀬戸内」を目指して
限られた財源を重点的・効率的に配分

平成 24 年度

当初予算

会計別予算
区分 予算額（万円）

一般会計 1,457,467

特別
会計

国民健康保険 416,565
国民健康保険診療施設裳掛診療所 3,486
国民健康保険診療施設美和診療所 1,285
介護保険 379,501
後期高齢者医療 46,137
農業集落排水事業 26,014
漁業集落排水事業 3,031
下水道事業 152,710
土地開発事業 9,796
企業団地造成事業 50,348
公共用地先行取得事業 496

計 1,089,369

事業
会計

病院事業 157,678
水道事業 160,751

計 318,429

教育費

35,372 円

農林水産業費

26,211 円

衛生費

44,588 円

民生費

117,584 円

公債費

47,539 円

総務費

38,488 円

土木費

29,675 円

消防費

15,811 円

議会費

5,943 円

商工費

9,757 円

その他
労働費 485 円　予備費 766 円

計 372,219 円

この図は、一般会計の歳出が１人当たりい
くらになるかを目的別に算出したものです。
（H24.4.1 現在人口　39,156 人）

市民１人当たりの主な予算
予
算
の
概
要

　　

平
成
24
年
度
当
初
予
算
は
、
市
の
経

営
指
針
で
あ
る
第
２
次
瀬
戸
内
市
総
合

計
画
に
掲
げ
る
将
来
像
「
人
と
自
然
が

織
り
な
す 

し
あ
わ
せ
実
感
都
市 

瀬
戸

内
」
の
実
現
を
目
指
す
た
め
、
重
点
的

に
取
り
組
む
事
業
を
選
定
し
、
限
ら
れ

た
財
源
を
重
点
的
・
効
率
的
に
配
分
し

て
い
ま
す
。

　

予
算
の
規
模
は
、
一
般
会
計
予
算

が
１
４
５
億
７
、４
６
７
万
円
（
前
年

度
当
初
比
３
・
６
％
増
）、
特
別
会
計

（
11
会
計
）
が
１
０
８
億
９
、３
６
９
万

円
（
前
年
度
当
初
比
12
・
７
％

増
）、
事
業
会
計
（
２
会
計
）
が

31
億
８
、４
２
９
万
円
（
前
年
度
当
初

比
12
・
４
％
増
）、
全
会
計
の
総
額
は

２
８
６
億
５
、２
６
５
万
円
（
前
年
度

当
初
比
７
・
８
％
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入

　

一
般
会
計
予
算
の
歳
入
の
う
ち
、
市

税
は
、
個
人
市
民
税
が
扶
養
控
除
の
一

部
改
正
な
ど
に
よ
り
前
年
度
と
比
べ
て

３
・
６
％
（
５
、２
７
３
万
円
）
の
増

と
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
法
人
市
民

税
は
長
引
く
景
気
低
迷
の
影
響
な
ど

45

自主財源
（36.3％）

市税（29.7％）
43億3,639万円

分担金・負担金（1.4％）
2億177万円

国庫支出金（7.8％）
11億3,054万円

県支出金
（5.7％）
8億2,520万円

市債
（11.0％）
15億9,800万円

使用料・手数料（1.3％）
1億9,027万円

繰入金（1.8％）
2億6,462万円

諸収入（1.6％）
2億3,358万円

財産収入・寄附金・繰越金
（0.5％）
7,486万円地方譲与税・各種交付金

（4.1％）
5億9,944万円

地方交付税（35.1％）
51億2,000万円

依存財源
（63.7％）

歳入

議会費（1.6％）
2億3,271万円

予備費（0.2％）
3,000万円

総務費
（10.3％）
15億703万円

労働費
（0.1％）
1,900万円

農林水産業費（7.0％）
10億2,633万円

商工費（2.6％）
3億8,205万円

土木費（8.0％）
11億6,196万円

消防費（4.3％）
6億1,909万円

教育費（9.5％）
13億8,504万円

衛生費
（12.0％）
17億4,589万円

公債費
（12.8％）
18億6,144万円

民生費
（31.6％）
46億413万円

145億
7,467万円

歳出




